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（教育委員会）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

１ 令和２年７月豪雨からの創造的復興 

【施策１】被災者・被災地域の１日も早い復

旧・復興に向けた取組み 

 施策１－③災害に強い社会インフラ整備と

安心して学べる拠点づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

367,652 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

218,155 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 入学金の減免 

  被災した自宅の被害状況に応じて、県立学校の入学金の減免を行った（減免者数 56 人、減免

額244千円）。 

２ 高等学校等通学支援事業 

鉄道運休により通学困難となった高校生等の通学手段確保のため、代替輸送バスを運行する

くま川鉄道及び高速バスの運賃助成を行う県立学校の保護者団体（１団体）へ補助を行った。 

３ 小中学校豪雨ＳＣ（スクールカウンセラー）活用事業                                           

児童生徒の臨床心理に関する高度で専門的な知識や経験を有する者を教育事務所に配置・派

遣することにより、学校の教育相談体制を支援した（315時間：３人）。 

４ 県立学校防災機能強化事業 

  災害時に避難場所等となる体育館の周囲にトイレがない県立学校へのトイレ整備事業を実施

した（設計１校、工事１校）。 

 

 

 

教育手数料のうち 

Ｐ45 

 

教育指導費のうち 

Ｐ374 ～ Ｐ375 

 

教育指導費のうち 

Ｐ373 ～ Ｐ374 

 

学校建設費のうち 

Ｐ389 ～ Ｐ390 

施策１－④地域の魅力の向上と誇りの回復 19,999 14,618 １ 文化財災害復旧事業 

  人吉城跡や青井阿蘇神社をはじめ、多くの国・県指定文化財等が被災（国・県指定及び国登

録被災件数：43 件）したため、発災直後から国、市町村及び関係機関と連携して復旧を推進し

た。 

(1) 指定文化財等 

43 件中１件の登録抹消により復旧対象件数は 42 件。うち令和５年度末までに 35 件

（83%）の復旧が完了した。令和６年度末までに、36件（85%）の復旧が完了する見込み。 

(2) 青井阿蘇神社 

国宝建造物の防災事業（令和４年度～６年度工事）への支援及び調整を行った。 

(3) 未指定文化財（歴史的建造物） 

未指定歴史的建造物の所有者支援の対象となる３件の建物調査を実施し、うち２件の所有

者に復旧方法や補助金に関する助言、残り１件は意見具申書の作成を行った。 

(4) 日本遺産 

日本遺産に認定されている人吉球磨、菊池川流域、八代の該当市町村に対し補助制度等の

助言を行った。 

教育施設災害復旧費のうち 

Ｐ413 ～ Ｐ414 
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（教育委員会）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策１－④地域の魅力の向上と誇りの回

復） 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地域コミュニティ施設等再建支援事業 

  被災した県内の地域コミュニティ施設等 67 件のうち、令和５年度末までに 33 件（49.2%）の

支援を行った。 

計画調査費のうち 

Ｐ141 

 

【施策２】県内全域で取り組む災害に強い郷

土づくり 

 施策２－①国土強靱化に向けた取組み 

 

 

1,643 

 

   

 

 

1,222 

 

 

 

 

 

１ 防災教育推進事業  

各学校の防災教育及び防災管理の充実のため、防災主任を対象に県内９会場で計18回の防災 

主任研修会を実施。防災主任の役割を明確化するとともに、演習・協議を通して防災主任の資

質向上を図った。 

 

 

保健体育総務費のうち

Ｐ403 ～ Ｐ404 

 

 

２ 新型コロナウイルス感染症を踏まえた対 

 応 

【施策１】感染症対策の体制強化 

施策１―①感染拡大防止対策及び相談・検 

査体制等の確保 

 

 

 

270,689 

 

 

 

247,424 

 

 

 

１ 学校施設等におけるクラスター発生防止対策事業  

小学校等の教職員を対象に週１回程度の抗原検査を実施することにより、新型コロナウイル

スの感染者を早期に探知し、クラスター発生の防止を図った（抗原検査実施件数延べ 2,628

件、陽性数０件）。 

２ 教育サポート事業    

・教員業務支援員の配置 

学習プリントの印刷、授業準備補助、各種データ入力補助、新型コロナウイルス感染症対

策としての教室内の換気や消毒など、教員の業務支援を行う教員業務支援員を配置し、教員

が児童生徒への指導や教材研究に注力できる体制を整備した（令和５年度末時点で 175 校に

163人を配置）。 

３ 特別支援学校通学バス感染症対策事業 

特別支援学校の通学バスに乗車する者を少人数とし、バス車内での感染リスクの低減を図る

ため通学バスを増便した（県立特別支援学校７校で実施）。 

 

 

 

教職員人事費のうち 

Ｐ373 

 

 

教職員人事費のうち 

Ｐ372 

 

 

 

特別支援学校費のうち 

Ｐ393 
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（教育委員会）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

【施策２】持続可能な社会の実現 

施策２－①生活への支援、子供の居場所の

確保、差別・犯罪の防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

279,382 

 

 

 

 

273,586 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 小中学校ＳＣ（スクールカウンセラー）活用事業  

  児童生徒の臨床心理に関して高度で専門的な知識、経験を有する者を小中学校及び教育事務

所に配置・派遣して、教育相談体制を支援した（26,775時間：85人）。 

２ 県立学校ＳＣ（スクールカウンセラー）活用事業 

  児童生徒の臨床心理に関して高度で専門的な知識・経験を有する者を県立中学校、高校及び

特別支援学校に配置・派遣した（5,308時間：36人）。 

３ 教育支援センター等整備支援事業 

不登校の未然防止及びその解消に向け、教育支援センター、学校、保護者及び関係機関が連

携して実践的な取組みを行う市町村へ補助を行った。教育支援センター（熊本市を含む27市町

村に設置済）では、学習指導のほか、家庭訪問、オンラインでの学習支援、各小中学校への情

報提供などを行った。 

４ 小中学校ＳＳＷ（スクールソーシャルワーカー）活用事業 

社会福祉士、精神保健福祉士を全ての教育事務所等に配置し、関係機関と連携した児童生徒

支援を実施した。また、専門性の向上のため、スーパーバイザーによる事例研究会や地域連絡

協議会を開催した（20,232時間：21人）。 

５ 県立学校ＳＳＷ（スクールソーシャルワーカー）活用事業 

拠点校７校（湧心館高校、御船高校、玉名工業高校、菊池高校、八代工業高校、南稜高校、

天草拓心高校）にスクールソーシャルワーカーを配置した（7,788時間：８人）。 

有識者、スクールソーシャルワーカーからなる連絡協議会を開催し、スクールソーシャル

ワーカーの活動状況を共有し、成果の普及・啓発を行った。 

６ 低学年わくわく学習支援員配置事業 

小学校低学年における学びの充実に向けて、学習支援員を追加配置する５市町村に対し、合

計17,602時間（15名）の学習支援員の追加配置を行った。 

 

教育指導費のうち 

Ｐ373 ～ Ｐ374 

 

教育指導費のうち 

Ｐ373 ～ Ｐ374 

 

教育指導費のうち 

Ｐ374 ～ Ｐ375 

 

 

 

教育指導費のうち 

Ｐ373 ～ Ｐ374 

 

 

教育指導費のうち 

Ｐ373 ～ Ｐ374 

 

 

 

教育指導費のうち 

Ｐ375 

施策２－②Society5.0 の実現に向けたＤＸ

（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）の推進 

1,607,334 1,566,341 １ 熊本県教育情報化推進事業 

(1) ＩＣＴ環境整備の推進 

県立学校の普通教室、特別教室等及び専門高校の実習棟の教室等の校内通信ネットワーク

の整備、並びに文書事務のＲＰＡ化（文書受付・保存等の定型作業の自動化）を行うソフ

ト、学校・保護者間連絡ソフトの導入が完了した。 

 

事務局費のうち 

Ｐ370 ～ Ｐ372 
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（教育委員会）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策２－②Society5.0 の実現に向けたＤＸ

（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）の推進） 

 

  (2) ＩＣＴ活用の推進   

県立学校及び市町村立学校のＩＣＴ活用を推進するため、教職員向けの研修等を実施し

た。また、第三者機関である日本教育工学協会の「学校情報化認定制度」を活用し、「学校情

報化優良校」の認定取得に向けて、ＩＣＴが進んだ学校による公開授業や指導主事による学

校への訪問研修・指導助言等の支援を実施した。 

その結果、「学校情報化優良校」について、令和６年３月末時点で、県立学校73校が認定を

取得するとともに、44市町村の全市町村立学校が認定を取得した。 

 

【施策３】持続可能な経済活動の実現 

 施策３－④ 新たな観光スタイルの確立 

 

824 

 

697 

 

１ 日本遺産による文化財群魅力発信事業  

  人吉球磨、菊池川流域及び八代市の３つの協議会を構成する市町村に対して、補助メニュー

をまとめた資料を作成・周知するとともに、八代市の活用推進事業に補助するなどの支援を

行った。また、菊池川流域の日本遺産の認定継続（１周目）及び人吉球磨の日本遺産の認定継

続（２周目）に対して助言を行った。 

 

文化費のうち 

Ｐ397 ～ Ｐ398 

３ 熊本地震からの創造的復興 

【施策２】創造的復興の推進 

施策２－②くまもとの誇りの回復と宝の継

承 

 

 

 

 

 

209,278 

 

 

195,903 

 

 

１ 文化財災害復旧事業   

  熊本城や阿蘇神社をはじめ、多くの国・県指定文化財等が被災（国・県指定及び国登録被災

件数：159件／687件（23.1%））したため、発災直後から国、市町村及び関係機関と連携して復

旧を推進した。 

(1) 指定文化財等  

    159件中５件の滅失等により復旧対象件数は154件。うち145件（94%）が復旧完了した。 

(2) 熊本城 

令和５年度は飯田丸五階櫓や平櫓下の石垣復旧工事を行うとともに、南大手櫓門の解体工

事等に着手した。重要文化財建造物は宇土櫓の復旧工事に伴う素屋根の組立が終わるととも

に、監物櫓の復旧が完了した。重要文化財建造物の復旧完了は長塀に続いて２件目。 

(3) 阿蘇神社 

令和５年12月に楼門が復旧し、国指定重要文化財６棟全ての復旧が完了した。 

(4) 未指定文化財 

未指定の歴史的建造物について、文化財等復旧復興基金を活用し、支援を行った。被災し

た未指定歴史的建造物のうち、復旧対象件は 77 件。うち 74 件（96.1%）が令和４年度末まで

に復旧完了した。令和５年度は残り３件のうち１件の復旧方法について、歴史的建造物検討

委員会において審議し、了承を得た。 

 

 

教育施設災害復旧費のうち

Ｐ413 ～ Ｐ414 
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（教育委員会）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

４ 将来に向けた地方創生の取組み 

【施策１】次世代を担う人材の育成 

 施策１－①きめ細かな教育による学力の向

上 

 

 

 

1,964,133 

 

 

 

 

 

1,869,067 

 

 

 

 

１ 熊本県教育情報化推進事業（再掲）（Ｐ118に記載） 

 

２ 学校における働き方改革推進事業  

  令和２年８月に策定した「熊本県の公立学校における働き方改革推進プラン」に基づき、働

き方改革の取組みを推進するため、業務改善に実績のある民間の経営コンサルタント等をアド

バイザーとして小中高及び市教委 12 か所に派遣した。また、アドバイザーを派遣した学校や県

内外の学校の業務改善事例について、県内の学校及び各市町村教育委員会に周知を行った。 

３ 学力向上対策事業   

(1)  学力向上推進本部の実施 

「熊本の学び推進プラン」を受けて、県や市町村教育委員会、小中学校の代表者等からな

る学力向上推進本部を設置し、県全体における学力の向上のための効果的かつ組織的な取組

みのあり方について協議を行った。熊本県学力・学習状況調査の結果で、「先生は分かるまで

教えてくれていると感じている」児童生徒が小中全学年で高い割合を維持（肯定値平均：小

学校89.7%、中学校84.7%）し、正答率の状況も小中ともに全体的に向上した。 

(2) 「熊本の学び」アクションプロジェクトの実施 

学力向上推進本部の協議を基に、「熊本の学び」の推進を支え、学力向上を目指す「『熊本

の学び』アクションプロジェクト」として、「誰一人取り残さない学びの保障」と「教員一人

一人の授業力向上」の二本柱のもと、学校等に指導主事を積極的に派遣するなど各学校の支

援、指導助言を行った。 

※「熊本の学び」ステップ・アップ研修（実施回数138回、受講者数3,400人） 

(3) 熊本県学力・学習状況調査の実施 

熊本県学力・学習状況調査は、採点・集計・分析・結果提供等を業務委託し、小学校３年

生から中学校２年生までを対象（熊本市を除く小学校 236 校、中学校 119 校、義務教育学校

３校）に学力調査（小学校：国語・算数、中学校：国語・数学・英語）と、学習や生活の状

況についての調査を実施した。学力調査では全国平均以上が全 14 項目中９項目から 10 項目

に増え、小中ともに全体的に向上した。結果データ等については、学力の状況の推移を個

人、学年、学校などで確認できるようにし、全ての小中学校及び市町村教育委員会に提供し

た。児童生徒に配付する個人票は学習のアドバイスなど内容を充実させるとともに、課題を

克服するための一人一人に応じた学習プリントを提供した。 

 

 

事務局費のうち 

Ｐ370 ～ Ｐ372 

事務局費のうち 

Ｐ370 ～ Ｐ371 

 

 

 

教育指導費のうち 

Ｐ374 
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（教育委員会）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策１－①きめ細かな教育による学力の向

上） 

 
 
 
 

  ４ スーパーサイエンスハイスクール事業   

文部科学省指定の「スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）」として第二高校、熊本北

高校、宇土中学・高校、天草高校及び鹿本高校の５校が理数系教育に関する教育課程の改善に

資する研究開発を行った。県教育委員会からは、各指定校に対して指導助言を行い、指定校の

研究成果の普及を行った。また、「ＳＳＨ管理機関におけるコーディネーター活用」実施機関

の指定を受け、ＳＳＨコーディネーターを任用し、各指定校に対する指導助言や各指定校と大

学等の外部連携事業の促進等に取り組んだ。。 

５ くまもと教育改革プログラムのうち教育課程研究事業  

全県立高校を対象に、教育課程熊本県研究協議会を開催し、新学習指導要領の趣旨の周知徹

底を図るとともに、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善を促した。また、「高

校生のための学びの基礎診断」認定ツールの活用や熊本県学力向上研究指定校を指定して研究

を行うことで、学力向上のための指導改善につながった。 

６ 市町村立学校における少人数学級編制    

義務教育標準法の改正に伴い、令和３年度から小学校の学級編制が段階的に 35 人へと引き下

げられている。本県では独自に中１ギャップの解消や学力の向上などを目的として、令和３年

度から中学校第１学年に 35 人学級編制を導入しており、当該学級編制の加配として、32 校 32

学級に32名を配置した。 

７ 教員の指導力向上事業（スーパーティーチャーの配置）  

(1) 県立学校については、19 人を配置し、延べ 4,679 人の教員へ指導助言を行った。授業参観

や教科会への参加、オンライン研修等をとおして、必要な指導助言を組織的・計画的に行う

ことにより、教員の授業改善や新学習指導要領の理解の深化、ＩＣＴ活用や難関大入試対策

等における教員の指導力向上につながった。 

(2) 市町村立学校については、巡回型 14 人、拠点校型 26 人、合計 40 人を県内全域に配置し

た。自校及び他校において、指導助言の回数の増加や内容の充実によって、教員の指導力向

上につながった。 

８ 教員不足解消緊急対策事業 

本県教員の魅力をＰＲする動画を県ホームページに掲載するなど、積極的な広報発信を行う

とともに、ペーパーティーチャー講習会（開催回数３回、参加人数131人）を開催した。 

 

教育指導費のうち 

Ｐ373 ～ Ｐ374 

 

 

 

 

 

教育指導費のうち 

Ｐ374 ～ Ｐ375 

 

 

 

教職員費のうち 

Ｐ378 ～ 382 

 

 

 

教職員人事費のうち 

Ｐ372 

 

 

 

 

 

 

教職員人事費のうち 

Ｐ372 ～ 373 
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（教育委員会）                                                                          （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策１－①きめ細かな教育による学力の向

上） 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

９ 部活動指導員配置事業                                

教職員の働き方改革の推進及び部活動の適正な運営と指導を図るため、部活動指導員を公立

中学校（熊本市を除く）に 61 人（運動部 58 人、文化部３人）、県立高校に 43 人（運動部 32

人、文化部11人）配置した。 

 

 

10 夜間中学整備事業   

(1) 夜間中学新設準備・運営支援事業 

熊本県立学校条例を改正し、８月１日、熊本市に熊本県立ゆうあい中学校を設置した。７

月に入学希望者説明会を開催し、84 人の参加、体験授業会を 10 月と１月に開催し、113 人の

参加があった。また、校章の公募を行い 145 点の応募があり、検討委員会で選定し決定し

た。その他、校歌の作成や校名揮毫を依頼し、開校に向けた準備を行った。 

 (2) 夜間中学校施設整備事業 

校舎の建設に当たっては、熊本地震の際に使用した南阿蘇村の木造応急仮設住宅の資材を

再利用することとし、７月に財産審議会へ諮問し、売買仮契約締結のうえ、工事に着手し

た。９月に県議会へ財産の取得に係る議案を提出し、議決後、売買本契約が成立した。１月

に買取検査の後、校舎引渡しを受けた。 

体育振興費のうち 

Ｐ404 ～ Ｐ405 

文化費のうち 

Ｐ396 ～ Ｐ397 

教育指導費のうち 

Ｐ375 

教育指導費のうち 

Ｐ373 ～ 375 
 
 
 
 

 施策１－②グローバル人材の育成 252,267 

 

244,538 

 

 

１ 英語教員の指導力向上事業（英語教育改善プラン推進事業）                   

・小中学校英語授業づくりプロジェクト 

県内の小学校英語専科教員等及び中学校英語担当教員を対象に、各地域の英語教育に係る

リーダーの育成及び英語担当教員の授業力向上を図る研修（リーダー研修２回、管内等研修

小中各２回）を実施した。 

２ 英語検定チャレンジ事業                                                        

(1) 中学校英語検定チャレンジ事業 

中学生の英語力及び英語学習意欲の向上を図るため、中学３年生の英検受験料の補助を行

う市町村に対して補助を行い、6,267人の生徒が活用した。 

(2) 県立中高英語検定チャレンジ事業  

英語資格・検定試験を受験する県立中学３年生及び県立高校２年生の非課税世帯の生徒を

対象に検定料の補助を行い、35人が活用した。 

 

教育指導費のうち 

Ｐ374 ～ 375 

 

 

 

教育指導費のうち 

Ｐ374 ～ 375 
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（教育委員会）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策１－②グローバル人材の育成） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ３ 英語エンパワーメント事業  

グローバル人材の育成に向けて、英語教育に積極的かつ先進的に取り組む高校を支援すると

ともに、高校英語教員の指導力及び専門性の向上を図り、新学習指導要領の確実な実施に向け

た指導体制の整備を行った。 

(1) 英語フロンティアハイスクール 

① 県内の指導教諭による教員向けの研修会を通じて、英語教育に積極的かつ先進的に取り

組む学校の事例等を県立高校に紹介しワークショップを行った。 

② 生徒の英語による発信力・対話力を高めるために、即興型英語ディベート交流会を実

施。初心者向け・経験者向けの交流会に県立・私立の高校生合計61名が参加し、英語で積

極的に交流を行った。 

(2) 高校英語教員指導力向上 

① 新学習指導要領の実施状況確認及び生徒の言語活動の充実を目的とした各学校への訪問

指導。 

② 大学の教授を招き、教員のニーズに応じた２種類の教員向けの講演・研修会を実施。 

４ 海外留学促進事業   

(1) 留学支援員配置・活用事業 

留学関連事業の県の窓口となる留学支援員を県教育委員会に配置し、説明会や学校訪問等

を通して、海外留学に関する情報発信及び啓発を行った。 

(2) 熊本県州立モンタナ大学高校生派遣事業                                                

高校生18人及び引率の英語教員及び指導主事計３人をモンタナ州立大学に夏季休業中の16

日間派遣し、英語による語学研修等を実施した。 

(3) 高校生の留学促進事業 

長期海外留学（約１年間）をする高校生に留学支援金（上限50万円、６人）を給付する制

度で、令和５年度は県立３人、私立３人に給付した。 

(4) 海外大学進学支援事業  

世界大学ランキング上位50位までの海外大学に進学又は編入学した者に給付金（100万円） 

を支給する制度で、令和５年度は支給なし。 

(5) 海外留学啓発事業 

高校生の留学を促進するための動画コンテンツを作成し、関係各所に周知した。 

教育指導費のうち 

Ｐ374 ～ Ｐ375 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
教育指導費のうち 

Ｐ373 ～ 375 
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（教育委員会）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策１－②グローバル人材の育成）  

 

 

 

 

５ グローバル人材育成推進事業  

(1) 肥後っ子ふるさと自慢イングリッシュ・チャレンジ                                                       

児童生徒の英語による発信力を高める取組の一環として、小５・６年生、中学生等を対象

に、ＡＬＴと交流を図りながら自分の学校や住んでいる地域について英語で発表する活動を

各１回開催し、小学生等18人、中学生等13人が参加した。 

 (2) 熊本・モンタナオンラインプログラム 

   州立モンタナ大学の講師による「英語で学ぶモンタナの偉人・英語で紹介したい熊本ゆか

りの偉人」をテーマにしたオンラインの講義を中高生10人を対象に実施。その成果を、県観

光公式ＳＮＳ「Kumamoto Japan Tourism」（Facebook）に掲載した。 

６ ＡＬＴ活用促進事業 

令和５年度は45人のJET-ALTを県立学校に配置した（２人配置：13校、１人配置：18校、県義

務教育課：１人）。 

教育指導費のうち 

Ｐ374 ～ 375 

 

 

 

 

 

 

 

教育指導費のうち 

Ｐ373 ～ 375 

 施策１－③魅力ある学校づくり 

 

8,489,679 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

6,810,881 

 

 

 

          

 

 

 

 

１ 県立高校魅力化きらめきプラン（デジタル田園都市国家構想交付金活用） 

県立高等学校あり方検討会の提言(令和３年３月)で示された「魅力ある学校づくりに向けた

14 の取組」に沿って県立高校の魅力化を推進した（魅力化と併せた学科改編、熊本スーパーハ

イスクール（ＫＳＨ）構想指定校事業・One Team 事業の推進、ＫＳＨ発表会“学びの祭典”の

開催、国際バカロレア認定に向けた準備、ホームページ・ＳＮＳ・パンフレットの制作他情報

発信の強化等）。 

２ コミュニティ・スクール推進事業                                               

県立高校における学校運営協議会は、令和３年度末までに全ての学校で防災面での地域との

連携に特化した防災型から総合的な連携を行う総合型へ移行し、連携に向けた活発な意見交換

が行われた。 

県立特別支援学校では、20校全てで学校運営協議会を２回～４回開催した。コロナ禍により

地域との交流が制限される中、学校運営協議会の意見に基づき、オンラインを活用し近隣のみ

ならず他県の学校との交流や、地域施設や企業と連携した教育活動につなげることができた。 

３ 県立学校施設整備事業  

  施設整備に係る中長期的なトータルコストの縮減を図るため策定した熊本県立学校施設長寿

命化プラン（学校施設個別施設計画）に基づき、長寿命化改修事業を実施した（設計１校、工

事４校）。 

事務局費のうち 

Ｐ369 ～ Ｐ371 

 

 

 

 

教育指導費のうち 

Ｐ373 ～ Ｐ374 

 

 

 

 

 

学校建設費のうち 

Ｐ389 ～ Ｐ390 
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（教育委員会）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策１－③魅力ある学校づくり） 

 

 

 

 

 ４ 特別支援学校施設整備事業  

  施設整備に係る中長期的なトータルコストの縮減を図るため策定した熊本県立学校施設長寿

命化プラン（学校施設個別施設計画）に基づき、長寿命化改修事業を実施した（設計２校、工

事１校）。 

５ 特別支援教育環境整備事業                                                           

特別支援学校の教室不足解消のため策定した県立特別支援学校整備計画に基づき、整備事業

を実施した（設計２校、工事１校）。   

特別支援学校費のうち 

Ｐ392 ～ Ｐ393 

 

 

特別支援学校費のうち 

Ｐ392 ～ Ｐ393 

 

【施策２】若者の地元定着と人材育成 

 施策２－①若者の地元定着 

 

73,721 

 

 

 

67,029 

 

 

 

 

１ 高校生キャリアサポート事業    

  キャリアサポーターを県立高校23校に10人、特別支援学校３校の高等部に３人配置し、就職

を希望する生徒への求人開拓による就職支援等を行った。 

(1) 求人開拓及び就職支援の成果 

キャリアサポーター配置校における就職内定率は、求人開拓及び就職支援により高い水準

で推移しており、令和６年３月末時点で99.8%であった。 

(2) 熊本しごとコーディネート事業 

熊本しごとコーディネーター10 人を工業関係高校 10 校に配置し、県内企業を希望してい

る生徒・保護者への働き掛けを強化した。配置校における就職者の県内就職割合は、令和６

年３月末時点で 48.4%と前年比 2.1 ポイント上昇し、配置開始前（平成 28 年３月末時点で

28.9%）より19.5ポイント上昇した。 

 

教育指導費のうち 

Ｐ373 ～ Ｐ374 

 

 

 

 

 

 

 

施策２－②産業人材の確保・育成 

 

 

 54,880 51,120 

 
１ 熊本を支える産業人材育成事業（デジタル田園都市国家構想交付金活用） 

(1) 専門高校７校（工業系高校５校、農業系高校２校（うち分校１））の生徒174人が、専門分 

野とつながりのある県内事業所85社でのインターンシップを実施した。 

(2) 専門高校３校（工業高校２校、農業系高校１校）の生徒114人、保護者８人、教職員５人 

が、７社の県内事業所を訪問し、県内企業への理解を深めた。 

(3) 各専門高校において、地域社会や産業界と連携した地域課題解決型のプロジェクト学習を 

実施した。  

２ 地域資源とのコラボ推進事業（デジタル田園都市国家構想交付金活用） 

球磨工業高校における令和２年７月豪雨からの復興に向けた取組みとして、外部講師による

特別授業を合計９回実施した。また、阿蘇神社・青井阿蘇神社の復興工事や宇土市役所新庁舎

などの現地見学を生徒や教職員が行った。 

教育指導費のうち 

Ｐ373 ～ Ｐ374 

 

 

 

 

 

教育指導費のうち 

Ｐ374 ～ Ｐ375 
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（教育委員会）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策２－②産業人材の確保・育成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ マイスター・ハイスクール事業 

八代工業高校を指定校とし、産学官連携による産業教育人材育成システムの構築を目的に、

民間企業の常務取締役を副校長、その他６社16人の技術者を産業実務家教員として任用し、同

教員による授業など、計300時間実施した。 

４ 県立高校半導体関連人材育成事業（デジタル田園都市国家構想交付金活用） 

企業連携コーディネーター２人を高校教育課に配置。大学企業見学、出前授業、エンジニア

派遣等を実施し、延べ4,770人の生徒が参加した。また、県内２か所の研修施設と連携し、普通

科を含むのべ35人の教職員が、半導体に関する研修を受講した。 

教育指導費のうち 

Ｐ373 ～ Ｐ375 

 

 

教育振興費のうち 

Ｐ374 ～ Ｐ375 

 

【施策３】安全・安心な社会の実現 

 施策３－①子供を安心して産み、育てられ

る環境整備 

 

 

 

655,727 

 

639,579 

 

１ いじめの未然防止等の子供の安全・安心の確保  

(1) 小中学校ＳＣ（スクールカウンセラー）活用事業（再掲）（Ｐ118に記載） 

(2) 県立学校ＳＣ（スクールカウンセラー）活用事業（再掲）（Ｐ118に記載） 

(3) 教育支援センター等整備支援事業（再掲）（Ｐ118に記載） 

(4) 小中学校ＳＳＷ（スクールソーシャルワーカー）活用事業（再掲）（Ｐ118に記載） 

(5) 県立学校ＳＳＷ（スクールソーシャルワーカー）活用事業（再掲）（Ｐ118に記載） 

２ 「親の学び」推進事業                     

(1) 「親の学び」講座（くまもと「親の学び」プログラム）の普及及び人材養成 

   「くまもと家庭教育支援条例」に基づき、「親の学び」講座を通して、保護者が親として学

ぶ機会や中高生が将来親になることについて学ぶ機会を提供した。また、「親の学び」講座の

普及に係るトレーナーや進行役等の人材養成に取り組んだ。 

  （「親の学び」講座実績 講座数：3,524回、参加者数：102,907人） 

（「親の学び」トレーナー研修会 回数：２回、参加者数：182人） 

（「親の学び」進行役養成講座数 回数：21回、参加者数：440人） 

(2) 「くまもと家庭教育支援チーム」による家庭教育の重要性の啓発及び社会的気運の醸成 

① 学校（園）やＰＴＡ、県内の各団体を「くまもと家庭教育支援チーム」として登録し、 

家庭教育に関する学習機会や情報の提供を行い、家庭教育の重要性を啓発するとともに、

家庭教育支援を支援する社会的気運を醸成した（「くまもと家庭教育支援チーム」登録数：

1,180チーム）。 

② 親の学びを推進するための動画を作成し、ホームページに掲載した（視聴件数：5,227 

件）。 

③ 地域における家庭教育支援の取組みの活性化のため、家庭教育支援功労者・優良団体表  

彰を行った（家庭教育支援功労者：10人・優良団体：３団体）。 

 

教育指導費のうち 

Ｐ373 ～ Ｐ375 

 

 

 

 

社会教育総務費のうち 

Ｐ394 ～ 396 
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（教育委員会）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策３－①子供を安心して産み、育てられ

る環境整備） 

  ３ 育英資金貸付金（大学貸与・修学貸与・緊急貸与）事業   

向学心に富む学生又は生徒で、経済的理由により修学困難な者を支援し、教育の機会均等を 

図り、将来社会に貢献し得る人材を育成するため、育英資金を貸与した。また、制度の安定的

維持を図るため、未収金対策にも力を入れ、滞納者に対する早期督促、長期滞納者に対する法

的措置などにより、未収金を回収した。 

(1) 貸与 

1,286人に370,002千円を貸与した。また、貸付制度の更なる周知のため中学校の進路指導

担当者向けの説明動画を県ホームページへ掲載した。  

(2) 返還 

    夜間催告、臨戸等などの未収金対策の取組みにより高い収納率（約85%）を維持した。 

育英資金等貸付金

（熊本県育英資金等

貸与特別会計）のう

ち 

Ｐ466 

施策３－②子供からお年寄りまで、誰もが

安心して暮らせる地域づくり 

 

2,441 1,969 

 
１ 特別支援教育の専門性向上充実事業  

県立特別支援学校20校で授業研究会等を実施し、自立活動の指導など子供の実態に応じた適

切な指導・支援に係る助言を行い、また、小中学校の管理職や特別支援学級と通級による指導

を担当する教員に対して研修を実施し、特別支援教育についての理解や指導力向上を図った。 

教育指導費のうち 

Ｐ374 ～ P375   

施策３－③一人ひとりが尊重され、自分ら

しく暮らせる社会の創造 

80,065 67,849 １ 各種人権教育研修事業   

人権教育推進において中心的に関わる校長や人権教育主任等を対象として、部落差別（同和

問題）をはじめとする様々な人権問題についての基本的認識を深め、実践的な指導力向上を図

るための研修を実施した。   

(1) 学校人権教育推進事業 

校長及び人権教育主任を対象に各種人権教育研修を開催した。 

  ① 校長人権教育推進会議(419人) 

  ② 県立学校人権教育主任研修(81人) 

  ③ 小・中・義務教育学校人権教育主任研修会(352人) 

④ 新任人権教育主任講習(オンデマンド研修、139人) 

(2) 人権教育フォーラムの開催 

副校長・教頭を対象に教育事務所単位で開催し、事例研究、研究協議等を行った(511人)。 

(3) 教育庁職員人権問題研修会の開催 

教育庁職員を対象に、子どもの人権をテーマに人権問題研修会を実施した(566人)。 

教育指導費のうち 

Ｐ374 ～ 375 
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主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策３－③一人ひとりが尊重され、自分ら

しく暮らせる社会の創造） 

  ２ 地域学校協働活動推進事業  

(1) 県統括コーディネーター配置事業 

地域学校協働活動の推進を目的に、１人の統括アドバイザーを社会教育課に配置し、市町

村教育委員会及び小中学校を訪問し、指導助言を行った（延べ57回）。 

(2) 体験ボランティア派遣事業 

児童生徒の体験活動指導のため、民間等の人材で構成する体験活動ボランティアチーム20

チーム・121人を登録し、当該ボランティアを小中学校等へ派遣した（延べ56回・74人）。 

(3) 人材育成・活動推進事業 

 ① 地域学校協働活動推進に関わる人材育成のため、各種研修及び実践交流会を開催した。 

・地域学校協働活動推進員等研修（教育事務所別開催 計465人参加） 

・「地域と学校の連携・協働」関係者等研修（社会教育課開催 計447人参加） 

・「地域と学校の連携・協働」推進実践交流会（教育事務所別開催 計1,115人参加） 

② 地域学校協働活動の効果等を検証し、活動の充実に資するため、外部有識者等による地 

域学校協働活動推進委員会（委員12人）及び放課後子ども総合プラン推進委員会（委員８ 

人）を開催した。 

(4) 地域学校協働活動推進費補助事業 

     各市町村が実施する「地域学校協働本部」の体制整備や地域学校協働活動推進員、家庭教

育支援員の配置、「放課後子供教室」及び「地域未来塾」等の取組みに対し補助を行った。 

① 地域学校協働本部設置率   44市町村 100%  

② 地域学校協働本部カバー率（対象となる学校数/域内の学校数） 100% 

③ 地域学校協働活動推進員の数 44市町村338人     

④ 家庭教育支援員配置     ５市町村 

⑤ 放課後子供教室       33市町村 83校 

⑥ 地域未来塾         30市町村 60校 

社会教育総務費のうち 

Ｐ395 ～ 396 



                                                                                

- 129 - 
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主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

【施策４】魅力ある地域づくり 

施策４－③スポーツ・文化による地域活性     

化 
 

 

 

 

 

 

13,663 

 

12,062 

 

１ 総合型地域スポーツクラブ育成支援事業                    

地域スポーツの核となる総合型地域スポーツクラブの育成支援及び地域スポーツに関わる指

導者等の資質向上の取組みを行った。 

(1) 総合型地域スポーツクラブ支援事業  

公益財団法人熊本県スポーツ協会と連携し、総合型地域スポーツクラブが未設置の市町村

や設置に向けた準備委員会への訪問等により、同クラブの育成を支援した。 

   県内の総合型地域スポーツクラブ数：(令和５年度：68クラブ)  

(2) 県内クラブ交流事業 

   総合型地域スポーツクラブ間の連携及び協力体制の強化を図るとともに、各クラブにおけ

る活動内容の資質向上図るため、交流大会を実施し60人の参加があった。 

(3) 市町村生涯スポーツ推進者研修会 

   市町村スポーツ主管課、健康づくり主管課、スポーツ推進委員、総合型地域スポーツクラ

ブ代表者を対象に、資質向上のための研修及び本県の施策説明を行った。健康づくり主管課

と連携を図る啓発・推進の場となった。 

２ くまもとワールドアスリート事業 

  本県の競技力向上と継続的なトップアスリートの輩出につなげるため、オリンピックをはじ

めとする国際スポーツ大会で活躍する資質を持ったアスリート15人を指定選手として育成・強

化した。また、次世代での活躍が期待できる若手アスリート15人を育成指定選手として育成・

強化した。 

 

体育振興費のうち 

Ｐ405 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体育振興費のうち 

Ｐ405 

 

 

５ 球磨川流域における緑の流域治水の推

進・水俣病問題への対応 

(2) 水俣病問題 

 

 

 

24,440 

 

 

 

 

 

 

23,601 

 

 

 

 

 

 

１ 日本一の環境教育「水俣に学ぶ肥後っ子」推進事業   

県内全ての市町村立小学校及び義務教育学校の５年生を対象に、水俣病についての正しい理

解を図り、差別や偏見を許さない心情や態度を育むとともに、環境への関心を高め、環境問題

の解決に意欲的に関わろうとする態度や能力を備える、「環境立県くまもと」の担い手の育成を

行った。令和５年度は、県内全ての公立小学校及び義務教育学校の５年生が水俣市への訪問学

習を行った（参加校数320校、参加児童数15,816人）。                               

 

 

教育指導費のうち 

Ｐ374 ～ 375 

 

 

 

 

 


